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＜目的＞本研究は平成 18 年において厚生労働省より示された「健康づくりのための運動基準
2006」で示された、生活習慣病予防のための運動量・身体活動量・体力の基準値を見直すことを
目的として実施した。 
＜研究方法＞ 
１） 運動基準 2006 改定のためのシステマティックレビューとメタ解析を行った。 
２） 平成 19 年から開始した厚生労働科学研究（高橋班、平成 19-22 年）による運動基準改
定のための大規模介入研究を継続的に実施し、身体活動量の基準値である週 23 メッ
ツ・時の妥当性を検証した。 
３） インターネットなどを活用した新しい基準・指針の活用・普及方法を検討した。 
＜結果＞ 
１） システマティックレビューとメタ解析を用いた検討により、新しく「健康づくりのための身体活動
基準 2013」と「健康づくりのための身体活動指針 2013」の策定に必要なエビデンスを提供す
ることができた。 
２） 運動基準改定のための大規模介入研究の参加者が、平成 25 年 3 月 1 日時点において、ベ
ースライン測定を終了した者は 1062 名、1 年目測定を終了した者は 793 名、2 年目測定 658
名、3年目調査479名、4年目調査326名、5年目測定248名であった。3群における身体活
動量（歩数および中強度身体活動時間）に関しては、身体活動介入群において有意な増加
を示し、活動群と非活動対照群では変化しなかった。また 3 群において、追跡期間中の腰痛
有訴者、メタボ該当者・予備群、BMI25 以上の者、腹囲の基準値を超える者の発生率を Cox
比例ハザードモデルにて検討したところ、活動群と身体活動介入群の腰痛有訴の相対危険
度は非活動対照群よりも有意に低かったが、それ以外の項目では 3群の間に有意な差は認
められなかった。 
３） 新しい基準と指針の普及・啓発のための facebook ページを開設し、SNS を用いた情報発信
の効果について検討を始めた。 
＜結論と課題＞本研究の成果は、新しい身体活動基準とアクティブガイドが策定に活用された。 
 今後将来の基準・指針の改定のために、現在進行中の大規模介入研究の継続と、SNS を用い
た普及・啓発の効果などについてさらなる検討が必要である。 
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Ａ．運動基準2006改定のためのシステ

マティックレビューとメタ解析 

＜背景と目的＞ 
健康づくりのための運動基準2006 お
よびエクササイズガイド 2006 は平成 18
年に策定され、約6年が経過した。この
間、多くの身体活動および運動に関する
疫学研究が実施され、多くの科学的根拠
（エビデンス）が蓄積された。また、厚
生労働省による次期健康づくり運動「健
康日本 21（第 2 次）」では、身体活動・
運動に関する目標として、①歩数の増加、
②運動習慣者の割合の増加、③運動しや
すいまちづくり・環境整備に取り組む自
治体の増加などを挙げ、平成25年度より
施策が展開される。改定される新しい基
準や指針には、これらの目標を達成する
ためのツールとしての役割が強く期待さ
れている。新しい基準や指針は、エビデ
ンスに基づいたものでありながら国民や
健康づくりの担当者などにとってわかり
やすく、より多くの対象者に向けたもの
に改定されることが期待されている。ま
ず初めに本稿では、新しい基準と指針の
策定の手順と方法を紹介する。さらに、
これらの内容と活用のあり方について概
説する。 
 
＜改定作業の手順と方法＞ 
１）手順 
平成 22 年度から始まった「健康づく
りのための運動基準・運動指針改定なら
びに普及・啓発に関する研究」に関する
厚労科研費研究班において、過去5年間
の基準・指針の活用の状況や国民の身体
活動・運動の動向を踏まえ、改定のため
の検討課題が以下のように示された。 
① 現在の基準値の変更が必要か否かを
検討 
② 生活習慣病予防だけでなく、がん予防
や社会生活機能低下予防の観点から
運動器症候群（ロコモティブシンドロ
ーム：ロコモ）や認知症の予防を含ん
だ基準値の策定 
③ 現在の運動基準に含まれていない高
齢者の基準値の策定 
④ 全身持久力以外の体力の基準値策定 

⑤ 敷居の低い人を対象とした、身体活動
増加量の目安や考え方の提案 
⑥ 活動強度や身体活動量を平易な表現
方法に置き換え、理解しやすくする 
これらの課題に基づき、図１に示した
手順とスケジュールで、基準・指針改定
のための研究作業が進められた。 
２）検索・レビュー方法 
レビューの第一段階として、健康づく
りのための身体活動基準の主要素である
身体活動・運動と体力が死亡や生活習慣
病・がんの発症ならびに社会生活機能低
下に与える影響について検討した前向き
観察研究（コホート研究）について、2005
年4月11日〜2011年3月22日の期間を
中心に PubMed および医学中央雑誌のデ
ータベースを検索した。 
ヒットした文献のタイトルと抄録の
目視により、運動基準2006の策定時とほ
ぼ同等の採択基準に則り文献を選択する
1次レビューを実施した。1次レビュー選
択論文を複写・収集した後、班員が分担
して精読し、採択の可否を判断するとと
もに、必要なデータを抽出する2次レビ
ューを実施した。さらに2次レビューの
担当者とは別の班員が、3 次レビューと
して詳細なデータ抽出と確認作業を行っ
た。 
３）文献の検索数・採択数 
PubMed と医中誌による検索の結果、
6,533 本の文献がヒットしたが、最終的
に全てのデータを抽出しデータベース化
した、三次レビュー採択文献は205本で
あった。これら文献に、運動基準 2006
で採択された文献のうち今回の採択基準
に合致するもの62本を加えた267本を最
終的な採択文献とした。 
４）データ抽出 
データ抽出項目は、①暴露要因（身体
活動量・運動量・体力）の種類・量・単
位、②アウトカムの種類（１．死亡、２．
生活習慣病発症、３．がん発症、４．運
動器障害・認知症発症）③研究参加者数
とその年齢、性別、人種、体格、④調整
済みの各分位の相対危険度（RR）とその
信頼区間、⑥各分位の暴露要因の中央値
あるいは平均値であった。身体活動量な
らびに運動量の単位はメッツ・時／週に
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置換した。全身持久力においてはメッツ
に置換した。 
５）分析方法 
今回の改定では、新しくメタ解析の結
果を基準値決定の判断材料とした。各文
献から抽出された各分位の暴露要因のう
ち身体活動量、余暇身体活動量、運動量
に関しては代表値を、参照分位を除いて
小さい順に並べ、3 つのサブグループに

均等に割り当てた。全身持久力に関して
は、参照分位を除いて2メッツ毎に3つ
のサブグループに分類した。その後、参
照分位（第 1 サブグループ）に対する 3
つのサブグループ（第 2～4 サブグルー
プ）のプールドRRを算出した。暴露要因
の値は各文献の追跡年数および参加者数
で重み付けした加重平均を算出した。

 

 
図 1．基準・指針改定の作業のならびに手順 
 
＜基準値の検討＞ 
１）文献の収集とデータの抽出 
暴露要因別の採択論文数は、身体活動
量で 90 本（166 解析データ）、運動量で
57本（98解析データ）、全身持久力で50
本（105 解析データ）であった（文献の
重複あり）。このうち65歳以上のみを対

象とした文献からは、身体活動量で6本
（13解析データ）、全身持久力で2本（2
解析データ）、筋力が10本（41解析デー
タ）、その他の体力で18本（56解析デー
タ）が採択された（重複含む）。 
２）基準値の決定の原則 
基準値の提案にあたり、研究班におい
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てその原則を検討し、以下の４点を確認
した。 
① システマティックレビューとメタ解
析の結果、すなわちエビデンスを重視
する 
② 厚労省の健康づくり施策との整合性
を考慮する 
③ 変更を不可避とする強固な知見が得
られた場合以外は現行基準値の変更
はしない 
④ 基準値の提案は、我が国の現状の平均
を下回らない 
３）18歳以上を対象とした身体活動量と
運動量の基準値 
日本人のコホート研究だけを対象に
メタ解析した結果、身体活動量が6.2メ
ッツ・時／週で最も少ない集団と比較し
て、18.9 メッツ・時／週の集団の RR に
差がないが、23メッツ・時／週を超えた、
平均27.2メッツ・時／週の集団では有意
にRRが低下することが示された。以上の
結果を総合的に考慮し、運動基準 2006
で定められた身体活動量の基準値である
23メッツ・時／週を変更する必要はない
と判断された。 
メタ解析の結果、4メッツ・時／週と
いう基準を変更する必要はないと判断さ
れた。 
４）65歳以上のみを対象とした身体活動
量の基準値 

今回新たに、65 歳以上のみを対象と
した研究を用いて、身体活動量に関する
基準を新規に策定した。65歳以上の高齢
者は、歩行などの移動の速度やその他の
活動の強度が低いことから、3 メッツ未
満の活動も含む基準とした。メタ解析に
より、概ね10メッツ・時／週を満たす集
団は、最も身体活動量が少ない集団と比
較して、ロコモ・認知症発症のリスクが
約20％低いことが確認された。以上の結
果から、65 歳以上の高齢者に対しては、
3メッツ未満も含む身体活動量として10
メッツ・時／週を基準とした。 
６）現状に加える身体活動量の基準値も
しくは考え方 
多忙な人でも手軽に取り組めることを
目指し、現状より少しでも身体活動を増
やすことを基準として提案できるかを検
討した。身体活動量とRRとの間の量反応
関係に基づき、身体活動量１メッツ・時
／週の増加に対する RR の減少量をメタ
解析した結果、有意に0.8％のRR減少が
見られた（図２）。なお、過去のメタ解析
では、1 メッツ・時／週の増加はおよそ
0.5～2.0％のRR減少に相当し、本研究の
結果とほぼ一致している。実現可能性と
効果のバランスを慎重に考慮し、「今より
毎日10分ずつ長く動く」ことを基準では
なく身体活動を増やす考え方として提案
した。

図２．身体活動量の週１メッツ・時増加と、死亡、生活習慣病発症、がん発症、ロコモ・
認知症発症の相対危険度（RR）の減少との関係のメタ解析の結果 
 
 
 
６）全身持久力 
メタ解析では、従来の基準値を変更す
る根拠が示されなかったため、基準値の
変更は行わなかった。しかし、利用所の

理解や活用を深めるために全身持久力の
概念を全身持久力の基準値をメッツで表
示することとした。男性では40歳未満：
11.0 メッツ（38.5 ml/min/kg）、40-59
歳：10.0 メッツ（35.0 ml/min/kg）、60
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歳以上：9.0 メッツ（31.5 ml/min/kg）、
女性では 40 歳未満：9.5 メッツ（33.3 
ml/min/kg）40-59歳：8.5メッツ（29.8 
ml/min/kg）60歳以上：7.5メッツ（26.3 
ml/min/kg）を基準値とした。 
７） 全身持久力以外の体力の参考値 
全身持久力以外の筋力あるいはその
他の体力の基準値の策定は運動基準
2006策定時からの懸案事項であった。今
回のシステマティックレビューでは、唯
一 65 歳以上における握力と日常生活で
の歩行速度に関してのみメタ解析が可能
な複数の文献が得られた。しかし、日本
人を対象とした研究は、握力で2本、歩
行速度で1本のみと不十分であることに
加え、アウトカムが限定されているなど
の理由から、今回の改定でもその他の体
力の基準値を提示することができなかっ
た。 
８）基準値の簡易な表現方法 
運動基準2006 では身体活動量と運動
量の単位にメッツ・時／週を、全身持久
力の単位にml/min/kgを用いてきた。し
かし、運動基準を今後より多くの国民に
普及・啓発していくためには、より平易
な言葉と単位で基準値を表す必要がある。
身体活動量の基準値である23メッツ・時
／週は、活動時間や歩数と中強度以上の
身体活動量との関係について活動量計を
用いて検討した複数の研究から、時間に
直すと1日約60分に相当し、歩数に直す
と約8,000歩と表現することができる。 
運動量の基準値である4メッツ・時／
週は、体力が十分な若者がスポーツや体
力づくりなどの運動を約4メッツの強度
で実施すると、4メッツ・時／週を週60
分に相当する。65歳以上の高齢者の身体
活動量の基準値は10メッツ・時／週であ
る。体力の低下した高齢者が家事活動や
ゆっくり散歩、ストレッチングのような
低強度の生活活動や運動を含む、座った
り横になったりしていること以外の身体
活動を実施する際の強度は概ね 1.5〜3
メッツ程度、平均すると2-2.5メッツ程
度と思われるため、1日約40分の身体活
動の実施と同等と考えられる。このこと
から 65 歳以上の高齢者を対象とした基
準については「座ったままでなければど

んな動きでもよいので、身体活動を1日
40分」と表現することが可能である。 
 
＜身体活動基準の基準値以外の概要とア
クティブガイド＞ 
１）身体活動・運動の現況と現行の運動
基準・指針等の概要と課題 
運動基準・指針2006 の認知度を十分
に高めることができなかった反省から、
今回の改定では、利用者の視点に普及啓
発を強化することを重視した。さらに、
新しい名称を「身体活動基準」「身体活動
指針」に変更することとした。 
基準と指針の違いは、専門家が、身体
活動・運動の指導・支援を行う際に必要
な知識を提供するのが基準であり、国民
一人ひとりに対する普及・啓発のツール
として活用されるのが指針であるという
整理を明確にした。 
２）生活習慣病の重症化予防と運動基
準・指針 
すでに糖尿病、高血圧症、脂質異常症
などの疾患を有する者でも、身体活動・
運動の増加によって、これらの疾患が改
善の方向へ向かう。日本糖尿病学会、日
本高血圧学会、日本動脈硬化学会は、治
療ガイドラインにおいて、治療の一つと
して運動療法を推奨しており、概ね1日
30～60分の中強度有酸素性運動を週3日
以上実施することが望ましいとしている。
新しい身体活動基準でも、安全に十分に
配慮した上で、患者に対して、かかりつ
け医や健康運動指導士などの専門家と相
談の上、基準に従って運動を実施するこ
とを推奨すると同時に、栄養・食生活の
管理も併せて行うこととしている。 
３）身体活動・運動を普及啓発するため
の考え方 
運動の重要性は理解しているが行動
に移せない人々に対するアプローチを行
う必要がある実状を鑑み、個人の置かれ
ている環境（地理的・インフラ的・社会
経済的）や地域・職場における社会支援
の改善などの手立てを、自治体や職場が
取るよう、その具体的取組例などを記載
した。 
４）保健指導における基準・指針の活用 
保健指導等において身体活動・運動指
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導を開始する際には、身体活動・運動指
導単独ではなく、食事・栄養指導等と合
わせる必要がある。特に肥満者の場合は、
エネルギー調整に配慮しての考え方を踏
まえた計画を立て、対象者と支援者が共
有した上で保健指導に取り組むことが望
ましい。身体活動・運動によるエネルギ
ー消費量の算出法も若干変更し、エネル
ギー消費量の算出に用いていた係数
1.05の掛け算を省略した。 
５）利用者の視点にたった指針：アクテ
ィブガイドのあり方 
「健康づくりのための身体活動指針」
では、身体活動・運動の重要性を、国民
にわかりやすく伝えることを目的として、
シンプルにまとめることとした。身体活
動基準でいくつかの基準値が示されたが、
その中で、全ての世代に共通した基準と
して新しく示された「今より毎日10分ず
つ長く歩く」をベースにし、「プラステン
（＋10）」を新しいメインのメッセージと
することとした。このメッセージを軸に、
行動変容理論や社会資本を活用したメッ
セージにより、国民全体の身体活動量や
歩数の増加・運動の実践を啓発すること
が提案された。 
 

Ｂ．運動基準改定のための大規模介入
研究 
＜背景と目的＞ 
平成18年に、「健康づくりのための運
動基準2006」および「エクササイズガイ
ド2006」が示された。さらに平成25年3
月には、これらの改定版である「健康づ
くりのための身体活動基準2013」および
「身体活動指針＜アクティブガイド＞」
が発表された。この身体活動基準の策定
では国内外の研究を対象にシステマティ
ックレビューが行われ、基準値が決定さ
れているが、日本人を対象とした研究は
まだまだ少ないのが現状である。したが
って、これらの基準値が本邦における生
活習慣病等の一次予防に有効か否かにつ
いて、本邦の被験者を対象とした大規模
介入研究により評価される必要がある。
そこで本研究では、「運動基準 2006」お
よび、新たな「身体活動基準2013」で示
されている身体活動量の基準値である週
23メッツ・時の妥当性を検証することを
目的に行った。なお、本研究は、平成19
年から開始した厚生労働科学研究（高橋
班、平成19-22年）による大規模介入研
究を継続的に実施したものである（図３）。

 

 
図３．運動基準改定のための大規模介入研究のデザインと研究計画 
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＜研究方法＞ 
本研究の被験者は、30 歳から 64 歳ま
での健康な男女である。ベースラインに
おいて、形態計測（体重、身長、腹囲、
体脂肪率）、血中プロフィール（空腹時血
糖、血中脂質、HDLコレステロールなど）、
血圧（収縮期、拡張期）、動脈硬化度、骨
密度、体力（全身持久力、筋力、柔軟性
など）を測定した。また、3 次元加速度
計を用いて身体活動量を測定した。 
ベースラインにおける身体活動量に基
づいて、運動基準に定められた身体活動
量の基準値である23メッツ・時/週、お
よびそれに相当する歩数10,000歩/日を
ともに満たしている場合を活動群、満た
していない場合を非活動群とした。また
非活動群は、さらに2群に無作為に分け
られ、1 年間の身体活動・運動指導を受
ける人（身体活動介入群）、受けない人（非
活動対照群）に割り付けられた。１年間
の身体活動介入のプログラムは、「エクサ
サイズガイド2006」の運動基準で示され
た身体活動量に相当する1日10,000歩、
週23メッツ・時の達成を目標として遂行
され、2～3ヵ月に1度、計5回、1回あ
たり40-60分間の面接指導が行われた。
指導は、行動変容理論に基づき、歩数や
行動等において目標設定を行い、日常生
活において実践させるというものであっ
た。結果は、平均値±標準偏差で表し、
3 群間（活動群、非活動対照群、身体活
動介入群）の比較は1元配置の分散分析

を行い、3 群における 1 年間の変化の比
較には2元配置の分散分析を用い、その
後 の 多 重 比 較 に は
Student-Newman-Keulsを用いた。1年間
の変化の比較には、intention-to-treat
分析を適応した。また各群におけるメタ
ボリックシンドロームの該当者・予備群
の度数の比較にはχ2検定を用いた。さら
に、追跡期間中におけるメタボ該当者・予
備群および BMI25 を超える者の発生率や
腹囲の基準値を超える者の発生率を Cox
比例ハザードモデルにて検討した。有意水
準は5％とした。 
 
 
＜研究結果＞ 
平成25年3月1日時点において、ベ
ースライン測定を終了した者は1062名（活
動群354名、非活動対照群247名、身体活
動介入群 248 名、除外群 213 名）、1 年目
測定を終了した者は 793 名、2 年目測定
658名、3年目調査479名、4年目調査326
名、5年目測定248名であった。 
 
1)ベースラインデータでの横断的分析 
本研究の被験者 1062名において、メタ
ボリックシンドロームの該当者・予備群
併せて 15.9%だった。男女別に見ると、
男性では31.6%、女性では9.2%だった。
活動群、非活動対照群、身体活動介入群
における身体特性を表１に示した。 

 

 
3 群間において体重、BMI、ウエスト
周囲径、血糖値、中性脂肪、HDL-コレス
テロール、血圧に差は認められなかった

が、体脂肪率において、有意な差が認め
られた（p<0.05）。また、3群における身
体活動量の特性を表2に示した。活動群

表1　3群における被験者特性

平均値 ± 標準偏差 平均値 ± 標準偏差 平均値 ±標準偏差
年齢（歳） 49.5 ± 9.8 48.3 ± 10.1 48.6 ± 9.3 n.s.
男/女 n.s.
身長（cm） 160.9 ± 8.4 161.7 ± 8.0 161.2 ± 7.9 n.s.
体重（kg） 58.3 ± 10.3 59.4 ± 12.1 58.8 ± 10.1 n.s.
BMI 22.4 ± 2.9 22.6 ± 3.6 22.5 ± 3.2 n.s.
ウエスト周囲径（cm） 80.0 ± 8.9 81.2 ± 9.3 81.6 ± 8.7 n.s.
体脂肪率（%） 24.7 ± 6.6 26.9 ± 6.1 26.8 ± 6.8 p < 0.05
血糖値（mg/dl） 89.5 ± 8.6 89.1 ± 12.3 89.7 ± 8.9 n.s.
中性脂肪（mg/dl） 84.4 ± 52.0 91.3 ± 56.8 90.3 ± 60.7 n.s.
HDL-コレステロール（mg/dl） 66.9 ± 15.8 64.7 ± 17.7 64.1 ± 15.4 n.s.
収縮期血圧（mmHg） 116.7 ± 14.3 116.7 ± 14.7 117.0 ± 15.1 n.s.
拡張期血圧（mmHg） 71.3 ± 10.1 71.1 ± 10.3 71.6 ± 10.6 n.s.

P  value
活動群（n=354) 非活動対照群（n=247) 身体活動介入群（n=248)

116/238 71/176 71/177
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における身体活動量は週 38.1±14.9 メ
ッツ・時/週であり、非活動対照群では
19.1±7.2 メッツ・時、身体活動介入群

では 18.9±7.5 メッツ・時であった
（p<0.01）。 
 

 
 

 

2) 1年間の介入効果に関する縦断的分析 
1年間の身体活動量の変化を表3に示
した。3 群における身体活動量の 1 年間
の変化には有意な交互作用が認められ
（p<0.05）、身体活動介入群において歩数
や中強度身体活動に有意な増加が認めら

れた（p<0.05）。生活習慣病危険因子につ
いては、体組成、血中プロフィール、血
圧等、全ての測定項目において有意な交
互作用は認められなかったが、腹囲にお
いてのみ有意な交互作用が認められた
（p<0.05）（表4）。 

 

 

 

表2　3群における身体活動量の特性

平均値 ± 標準偏差 平均値 ±標準偏差 平均値 ±標準偏差
中高強度身体活動量（メッツ・時/週） 38.1 ± 14.9 19.1 ± 7.2 18.9 ±7.5 p < 0.01
歩数（歩/日） 13363 ± 3323 8321 ± 2207 8501 ±2082 p < 0.01
低強度身体活動の時間（分/日） 571.6 ± 110.2 557.3 ± 116.0 573.6 ±114.7
中強度身体活動の時間（分/日） 78.0 ± 20.4 43.4 ± 14.3 44.6 ±16.2 p < 0.01
高強度身体活動の時間（分/日） 4.9 ± 10.1 0.9 ± 2.8 0.6 ±1.2 p < 0.01
非活動時間（分/日） 785.5 ± 112.5 838.4 ± 118.2 821.3 ±116.5 p < 0.01

低強度身体活動（1.1-2.9メッツ）、中強度身体活動（3.0-5.9メッツ）、高強度身体活動（6.0メッツ～）、非活動時間（1440分-低・中・高強度身体活動時間）

活動群（n=354) 非活動対照群（n=247) 身体活動介入群（n=248)
P value

表3　3群における身体活動量の1年間の変化

平均値 ±標準偏差 平均値 ±標準偏差 平均値 ±標準偏差
ベースライン 38.2 ± 11.2 19.1 ± 11.2 18.7 ± 11.2 p < 0.05
1年目 36.1 ± 13.9 21.3 ± 13.9 23.8 ± 13.9

歩数（歩/日） ベースライン 13400 ± 2716 8356 ± 2716 8553 ± 2727 p < 0.05
1年目 12457 ± 2909 * 8679 ± 2909 9247 ± 2921 *

ベースライン 571.0 ± 114.5 557.6 ± 115.3 571.1 ± 114.5 p < 0.05
1年目 570.0 ± 117.9 560.0 ± 118.7 557.9 ± 118.0

ベースライン 77.9 ± 17.9 43.3 ± 18.0 44.4 ± 17.9 p < 0.05
1年目 74.7 ± 21.6 * 47.2 ± 21.7 51.9 ± 21.6 *

ベースライン 4.9 ± 6.9 1.0 ± 6.9 0.6 ± 6.9 p < 0.05
1年目 4.5 ± 8.2 1.3 ± 8.3 1.9 ± 8.2

非活動時間（分/日） ベースライン 786.2 ± 116.5 838.1 ± 117.3 823.9 ± 116.6
1年目 790.8 ± 120.4 831.5 ± 121.2 828.3 ± 120.4
低強度身体活動（1.1-2.9メッツ）、中強度身体活動（3.0-5.9メッツ）、高強度身体活動（6.0メッツ～）、非活動時間（1440分-低・中・高強度身体活動時間）

＊; vs ベースライン, p<0.05

P value
for interaction

低強度身体活動の
時間（分/日）

中強度身体活動の
時間（分/日）

中高強度身体活動量
（メッツ・時/週）

高強度身体活動の
時間（分/日）

活動群（n=348) 非活動対照群（n=239) 身体活動介入群（n=240)

表4　3群における生活習慣病危険因子の1年間の変化

平均値 ±標準偏差 平均値 ±標準偏差 平均値 ±標準偏差
体重（kg） ベースライン 58.4 ± 10.9 59.5 ± 10.9 59.0 ± 10.9

1年目 58.3 ± 10.9 59.5 ± 10.9 58.7 ± 10.9

BMI ベースライン 22.4 ± 3.2 22.6 ± 3.2 22.6 ± 3.2
1年目 22.3 ± 3.2 22.6 ± 3.2 22.5 ± 3.2

ウエスト周囲径（cm） ベースライン 80.0 ± 9.0 81.2 ± 9.0 81.8 ± 9.0 p < 0.05
1年目 80.2 ± 8.9 81.4 ± 8.9 81.1 ± 8.9

体脂肪率（%） ベースライン 24.6 ± 6.6 26.9 ± 6.6 26.9 ± 6.6
1年目 24.9 ± 6.6 27.4 ± 6.7 27.2 ± 6.6

血糖値（mg/dl） ベースライン 89.6 ± 9.9 89.1 ± 9.9 90.0 ± 9.9
1年目 88.4 ± 9.6 87.7 ± 9.6 88.3 ± 9.6

中性脂肪（mg/dl） ベースライン 84.6 ± 56.4 92.2 ± 56.4 90.1 ± 56.4
1年目 88.8 ± 72.6 90.4 ± 72.6 91.4 ± 72.6

ベースライン 66.7 ± 16.2 64.5 ± 16.2 64.0 ± 16.2
1年目 67.2 ± 17.0 64.4 ± 17.0 64.4 ± 17.0

収縮期血圧（mmHg） ベースライン 116.9 ± 13.9 116.4 ± 13.9 117.1 ± 13.9
1年目 116.8 ± 13.7 116.4 ± 13.7 116.4 ± 13.8

拡張期血圧（mmHg） ベースライン 71.3 ± 10.2 70.8 ± 10.2 71.6 ± 10.2
1年目 71.5 ± 10.1 71.1 ± 10.1 71.1 ± 10.1

HDL-コレステロール
（mg/dl）

活動群（n=348) 非活動対照群（n=239) 身体活動介入群（n=240) P value
for interaction
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3）長期追跡中におけるメタボ該当者・予
備群の出現率 
1～5 年間の追跡中におけるメタボ該
当者・予備群の出現率を、3 群において
Cox 比例ハザードモデルを用いて検討し
た。平均追跡年数は、約 2.7±1.5 年で
あった。ベースライン測定時において、
メタボ該当者・予備群でない者について

追跡調査を行ったところ、3 群における
メタボ該当者・予備群の出現率に差は認
められなかった。また、メタボ該当者の
みの出現率、BMIが25以上の者の出現率、
腹囲の基準値以上の出現率についても、
検討を行ったが、3 群間の間に差は認め
られなかった（表5）。

 
 
4）長期追跡期間中における腰痛有訴者の
出現率 
 群別にみた腰痛有訴の調整ハザード比
を表６に示した。非活動対照群を基準と
した場合、身体活動介入群における腰痛
有 訴 の 調 整 ハ ザ ー ド 比 は 0.50

（95%CI:0.27-0.93）となり、1年間の身
体活動介入により腰痛有訴を抑制できる
ことが示唆された。活動群における調整
ハザード比は0.63（0.37-1.07）であり、
腰痛有訴に対する抑制傾向が示された
（p=0.08）。

 
表６ ３群間における長期追跡中の腰痛有訴者の出現率 

 
 
 
＜考察＞ 
本研究では、「健康づくりのための運

動基準2006」において示された身体活動
量の基準値である週23メッツ・時の妥当

表5　3群間における長期追跡中のメタボ該当者・予備群等の出現率
N Number
of case

メタボ該当者・予備群
　　非活動対照群 167 10 1.00 （ ） 1.00 （ ）
　　身体活動介入群 178 8 0.78 （ 0.31 - 1.98 ） 0.77 （ 0.30 - 1.97 ）
　　活動群 265 15 0.73 （ 0.33 - 1.63 ） 0.79 （ 0.35 - 1.77 ）

メタボ
　　非活動対照群 187 7 1.00 （ ） 1.00 （ ）
　　身体活動介入群 208 7 0.87 （ 0.30 - 2.47 ） 0.82 （ 0.28 - 2.35 ）
　　活動群 296 9 0.64 （ 0.24 - 1.73 ） 0.69 （ 0.25 - 1.86 ）

BMI≧25
　　非活動対照群 162 8 1.00 （ ） 1.00 （ ）
　　身体活動介入群 176 18 2.13 （ 0.93 - 4.90 ） 1.99 （ 0.86 - 4.63 ）
　　活動群 249 9 0.65 （ 0.25 - 1.69 ） 0.67 （ 0.26 - 1.76 ）

腹囲（男性≧85, 女性≧90cm）
　　非活動対照群 154 16 1.00 （ ） 1.00 （ ）
　　身体活動介入群 160 16 0.99 （ 0.49 - 2.00 ） 0.99 （ 0.49 - 1.99 ）
　　活動群 237 19 0.62 （ 0.32 - 1.22 ） 0.64 （ 0.33 - 1.26 ）
Model1: Adjusted for age, sex
Model2: Adjusted for age, sex, cigarette smorking, alcohol intake

reference

reference

reference

reference

reference

reference

Model 1
HR (95%CI)

Model 2
HR (95%CI)

reference reference
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性を検証するため、横断的分析および縦
断的分析を行った。本研究における被験
者は、ベースラインにおける歩数が
10,223±3,620歩であり、平成23年度国
民健康・栄養調査の歩数（男性7,233歩、
女性6,437歩）と比較すると、活動的な
集団であると言える。また、メタボリッ
クシンドロームの該当者・予備群の割合
（15.9%）が少ないことからも比較的健康
的な集団であることが伺える。このよう
な集団において、ベースラインにおいて、
身体活動量の基準値を達成している人は、
達成していない人と比較して体脂肪率が
低い値を示した。これらのことは、健康
な集団であっても運動基準を達成するこ
とは、生活習慣病予防に有効であること
を示唆している。 
また、1 年間の縦断的分析において、
身体活動量の変化は、活動群、非活動対
照群、身体活動介入群において有意な交
互作用が認められた。身体活動介入群に
おいて、基準値である23メッツ・時を達
成することができた。生活習慣病危険因
子については、いずれにおいても3群間
に有意な交互作用が認められなかった。
また、追跡調査期間におけるメタボ該当
者・予備群等の出現率にも差が認められ
なかった。その要因として、１）本研究
の対象者が健康な集団であり、ベースラ
インでの全ての生活習慣病危険因子の値
が正常な範囲にあったこと、２）生活習
慣病発症等に差が認められるには、追跡
期間がまだ短期であることが推測される。
したがって、今後より長期的な追跡が必
要であると考えられる。 
 
＜結論＞ 
「健康づくりのための運動基準
2006」および新たな「身体活動基準2013」
において示されている身体活動の基準値
である週23メッツ・時について、横断的
分析では、基準値を達成している者にお
いて生活習慣病危険因子が望ましい状況
にあるものの、縦断的分析において活動
群、非活動対照群、身体活動介入群の間
に生活習慣病危険因子の差が認められな
いことから、更に長期に追跡を行い、基
準値の妥当性を検証する必要がある。 

 
C. 基準と指針の普及・啓発のための取
り組み 
 身体活動基準 2013 とアクティブガイ
ドの普及・啓発はエクササイズガイド
2006 の認知度が低かったことを反省し、
可能な限り国民に周知する必要がある。
低予算で普及・啓発をする手立てとして
活用できるのがfacebookやtwitterとい
ったソーシャルネットワークである。現
在、「健康づくりのための身体活動基準
2013・アクティブガイド」の facebook
ページを開設し、身体活動基準2013やア
クティブガイドの内容の説明や一般向け
の分かりやすい情報などを発信している。 
http://www.facebook.com/pages/健康づ
くりのための身体活動基準 2013 アクテ
ィブガイド/152889648208465 
 
 
D. 健康危険情報 
 問題なし。 
 
 
E.研究発表 

 別表に掲載 

 
F. 知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
 なし 
２．実用新案登録 
 なし 
３．その他 
 なし 
 
 


